
2025 年度

人

事業費合計 千円 千円 千円 千円

担当正職員 0.01 人 81 千円 0.01 人 81 千円 0.01 人 81 千円 0.01 人 81 千円

臨時職員等 0 人 - 千円 0 人 - 千円 0 人 - 千円 0 人 - 千円

人件費合計 0.01 人 81 千円 0.01 人 81 千円 0.01 人 81 千円 0.01 人 81 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

一般財源 千円 千円 千円 千円

財源合計 千円 千円 千円 千円

上位施策事業名 企画部

根拠法令等 企画課・企画調整担当

国県支出金の内容

その他特財の内容

事業内容

（手段、手法など）

事務区分 横内　健

実施の背景

実施方法

■直接実施

□業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

目　的

（何のために）

・ＳＤＧｓ未来都市関連事業等の新たな事業に取り組むにあたり、先進事例を迅速に収集することが求められる

ことから、市の施策に資する調査研究を積極的に推進する。

・部課を問わず活用可能な旅費等を企画課で一括して計上することにより、各課の業務負担を軽減し、全体的な

事務効率の向上を図る。

事

業

概

要

対　象

（誰・何を対象に）

関連事業

（同一目的事業等）

なし

新たな事業に取り組む際には、先進事例の調査及び研究が必要となるが、従来は旅費等の予算が十分に確保され

ておらず、これらを思うように進めることができなかった。これらを是正するため、令和４年９月に「調査研究

旅費等取扱要項」を策定し、部課を問わず調査研究に要する旅費等を企画課で一括で予算措置することにより、

各部課における先進事例の調査・研究の推進を図ることとした。

総事業費 738 222 367 375

294

・各課調査研究旅費　129千円

・各課調査研究用有料道路通行料及び駐車料　12千円

人

件

費

657 141 286

事業費内訳
（2024年度分）

提出された調査研究旅費等計画書を精査し、市の政策立案に資すると判断した場合に旅費を支出する。

また、出張後の報告書について、調査・研究した内容及び政策立案等への反映について記載し報告を受けてい

る。

事業シート
事業名 2022年度

事業内容

事

業

費

375

738 222

その他特財

コ

ス

ト

財

源

内

訳 367 375

0 0 0 0

0 0 0

0 0

738 222 367

国県支出金

事業開始年度調査研究旅費の利用状況と利用率向上について

各部課の調整に関すること 担当局・部名

なし 担当課･担当名

■自治事務　　□法定受託事務 作成責任者

所属課の業務において先進の事例等を調査研究する目的で出張する

市正職員（再任用を含む。）その他市長が必要と認める者

対象者数（全住民に対する割合）

(　　　%)

2025年度（予算） 2024年度（決算） 2023年度（決算） 2022年度（決算）

0

0 0



2025 年度

事業シート
事業名 2022年度事業開始年度調査研究旅費の利用状況と利用率向上について

単位

件

人

／ 円／人

単位

件

件

☑

特記事項

なし

事

業

成

果

成果目標

（指標設定理由等）

本件旅費の活用による成果として、新規に立案された事業件数を一義的な成果指標とする。ただし、短期的に事

業化することが困難なものもあることから、活用件数を二次的な指標とする。活用件数が増加することにより、

長期的には本市の政策立案能力の向上に資するものと捉えることができる。

成果

（目標達成状況）

1/9 3/6

2022年度

9 6

要改善

新規立案事業

活用件数

0/6

6

2024年度 2023年度【成果指標名】（実績値/目標値）

現行通り・拡充

比較参考値

（他自治体での類似

事業の例など）

なし

事

業

実

績

活動実績

単位当たりコスト

72 38

9 6

9,8685,097

2024年度

課

題

2024年度

2025年度

引き続き、先進の事例について円滑に調査・研究ができるように現状維持の方向で考えている。また、職員に積

極的に活用してもらうために、周知方法について検討する。
今後の予定

依然として活用実績が低調であり、認知度が不足しているものと考えられることから、周知回数を増やすなど、

更なる活用促進について検討する必要がある。

過去２年度における活用実績が低調であったことを踏まえ、積極的な活用を促すため、周知方法を検討する必要

がある。

自己評価

評価の内容

・今後の市政運営をするにあたり、先進の事例を調査・研究することは、当市にとって有意義である。

・部課を問わず旅費等を企画課が計上することにより、各課事業を円滑に運営できると考える。

・職員の認知度が低いため、活用件数が低いと考える。

・調査研究旅費を廃止した場合、各課において個別に予算措置を行う必要があり、迅速な調査研究は難しいと考

える。

以上のことより、事業については、継続して実施していくべきと考える一方で、職員への周知方法について検討

をするべきと評価する。

2023年度 2022年度

活用件数

活用職員数

総活用職員数

6

34

6,529

廃止・凍結
国・県・広域・民間

への移管

総事業費

【活動指標名】（実績値/目標値）

他自治体のみならず、国や都道府県、民間との比較も必要に応じて記載。


